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r新たな制度のあり方」に対する意見  

平成22年1月12日  
高齢者医療制度改革会議  

委員 見 坊 和 雄  

社会保障制度は、国民の幸せを願う国家百年の大計であり、わが国の医療  
制度においても、その将来像を明らかにするなかで、高齢者医療のあり方が  

検討されることを願っでいます。   
高齢者医療制度をめぐる課題について、  

①1991年「高齢者のた吟の国連原則」、（自立・参加・サア・自己実卦尊厳）   
②1999年「国際高齢者年」のテーマ（「すべての世代のための社会をめざして」）   

③またわが国では1995年の「高齢社会対策基本法」  

をもとに、高齢期を国民一人ひとりの生涯にわたる課題とレてとらえ、以下  
のとおり意見を申し上げます。   

1．高齢者り「自立」と「尊厳」が守られる制度に   

○ 政府が初めて発表した相対的貧困率では、貧困層（年間所得が114万  

円未満）が、先進国の中で高い水準にあり、特に「ひとり親世帯」では  
54．3％と半数以上が該当し、経済格差が広がっている。  

○ 年金額が据え置かれるなかで、保険料は費用の伸びに応じて引き上げ  

られ、このことが高藤者の生活不安を大きくしている。保険料や利用料   
によって過度な鱒甲哩じないよう、低所得都子温かみのある制度に、  
また長寿を誰もが寿げる制度としていただきたい。   

＿ヽ  

2．公平でわかりやすい制度に   

○ 医療サービスは、個々人の状態に応じて提供されるべきものである。  

諸外国でも例のない年齢による区分を設けるべきではない。   

0．保険料や窓口負担は、・生涯にわたる負担であり、若い世代と高齢者と  

いった対立軸で論じるべきではなく、それぞれの年齢期に応じた公平な  

．負担のあり方を講じるべきである。   

○ また同じ年齢期にある世代内の負担も、公平でわかりやすい制度とす  

べきである。   

3．高齢者が理解し、選択できる制度に   
○ 昨今の社会保障制度の改正はめまぐるしく、高齢者の理解が追いつか  

ない状況である。拙速な制度改正を改め、制度の長所・短所、－負担と給  
付の関係を明らかにし、国民の選択に資する制度としていただきたい。   

○ 制度の理解のために、住民に身近な基礎的自治体である市町村の責任  
において、一十分な説明・周臥 きめ細かな対応を行っていただきたい。   
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■r国際高覇者年」とは   

私たちの住んでいる地球曝、ん1亭、全世界的に人口の高齢化が進んで  

し1ます。■そとで、’1992年の国連総会において、1999年を「国際高齢  

．者年」にすることが決まりました。  

「高齢者のための国連原則J（1991年国痙総会で採択）を促進し∴政  

策及び実際の計画億劫において具体化することを目的としています。  

■高齢者のための国連原則  

○自立i血dep血ヲ。  
高齢者は  

・収入や家族・共同体の支援及び自助努力を  

通じて十分な食料、水、住居、衣臥医療  

へのアクセスを得るべきである。  

・仕事、あるいは他の収入手段を得る稔会を  

有するべきである。  

・退職時期の決定への参カロが可能であるべき   

である。  

・適切な教育や職業訓練に参加する機会が与   

えられるべきである。  

高島者Iま  

・家族及び共同体の介護と保護を享受できるベl  

きである。  

一発病を防止あるいは延期し、肉体・精神の最 〉  

逼な状態でいられるための医療を受ける機会  

が与えられるべきである。  

・自主性、保護及び介護を発展させるための社  
会的及び法律的サービスへのアクセスを得る   

べきである。  

・思いやりがあり、かつ、安全な環境で、保護、  

リハビリテーション、社会的及び精神的刺激  

を得られる施設を利用することができるべき  

○参加如血  ・安全な環境に住むことができるべき  

である。  

・可能な限り長く自宅に住むこと  

ができるべきである。   

高齢者は  

・社会の一員として、自己に直接影響を及ぼ  

すような政策の決定に積極的に参加し、若  

年世代と自己の経浜と知識を分かち合うべ   

きである。  

・自己の趣味と能力に合致したボランティア  

として共同体へ奉仕する機会を求めること  

ができるべきである。  

・高齢者の集会や運動を袈裟する∈とができ   

る′くきである。  

●ごある。  

・いかなる場所に住み、あるいはいかなる状態  

そあろうとも、自己の尊厳、信念、要求、プラ  

イバシー及び、自己の介護と生活の質を決定  
する権利に対する尊重を含む基本的人権や自  

由を享受することができるべきである。   
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鼻先進諸国の高齢化宰の推移及び予測  
30  
％ 

・・・－一日本  

■我が国の高齢化の状況   

左のグラフを見てわかるとおり、  

我が国の高齢化は、世界にも顆を見  

ない速さそ進んでいますp2015年  

には∴国民の4人に1人が65歳以上  

の高齢者という本格的な高齢社会が  

到来するものと予測されています。   

また、我が国は医療の発達などに  

より、人生80年時代を迎えました。  

誰もが生涯を通じて、健康で生きが  
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いをもって、安心して暮らせること  
0  

昭和25年 35  45   55．平成2年12   22 平成32年－が重要な課題となっています。  
（1950）（1960）（1970）（1980）（1990）（2000）．（2010）（2020）  

（d資料：総務庁統計局「国勢調査J  
N  厚生省国立社会保障・人口問題研究所「［∃本の将来推計人口」（平成9年1月推計）（中位推計）   

L ・uN．WorIdPopulationPTOSPeCtS：The1996Revfsion   

一○自己実現d仙印t  

＼   高齢者は  

一自己の可能性を発展させる綴会を追及でき  

るべきである。  

一社会の教育的・文化的・罵神的・娯菜的資  

源を利用することができるべきである。 

考活力ある高齢社会   

高齢者は社会を支える重軍な一員  

です。．本格的な高齢社会をいきいき  

とした社会にするためには、高齢者  

▼の自立と社会参加を一層進めていく  

必要があります。   

現荏はまだ若い世代も、目前の本  

格的な高齢社会について自分の問題  

として考えていく必要があります。  

すべての世代が助け合って豊かで活  

力ある高齢社会を築くため、世代間  

の理解と協力を進めていきましょう。   

○尊厳dignity   

高齢者は  

・一尊厳及び保障を持って、肉体的一指神的   

虐待から解放された生活を送ることがで   

きるべきである。  

一年齢、性別、人種、民族的背景、障害等   

に関わらず公平に扱われ、自己の定演＝的   

貢献に関わらず尊重されるべきである。  
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生産・就業活動などの地域での各種  言文化・技能の伝承．など   
きて 

二  
加活動」といいます。  、 i  

ヽl  

また、子どもからお年寄りまです  1、  

ベての世代が理解し合い、助け合う  

ため、異なる世代が－緒に活動を行  
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平成2－1年12月25日  

全国健康保険協会   

理事長 小林 剛  

高齢者医療制度の在り方に関する意見について   

標記に？いて、下記のとおり、現時点における意見を述べます。   

なお、今後、r高齢者医療制度改革会議」における議論や協会の運営委員会   

における議論を踏まえて、追加の意見もありうることを申し添えます。  

記  

1．基本的な考え方  

○協会けんぽは、中小企業等の従業員やその家族の方々が加入している健康保   

険であり、当協会としては、加入者や事業主の草々の利益の実現・増進を図   

るため、・よりよい高藤者医療制度を目指していく必要があると考えています。   

○高齢者医療費を中心に医療費が増大する中で、国民皆保険を維持していくた   

めには、増大する医療費の負担については、現役世代と高齢者世代の負担を   

明確化し、高齢者医療に係る費用を負担する加入者や事業主の方々の理解と   

納得が得られる制度としてい 

齢者医療制度は、協会けんぽの加入者が将来、加入又は適用を受ける制度で   

あり、単に財政負担の仕組みということではなく、利用者め視点かちみて、   

わかりやすい仕組みとしていくことが、加入者の方々の理解を得るためたも   

重要であると考えています。   

○また、今回の制度が、四半世紀（昭和58年．（1983年）から平成20年  

（2008年）まで）にわたり続いて－■きた老人保健制度の反省点を踏まえて  

出来たという観点から、良い点は残し、次の制度でも活かしていただきたい   

と思います。   

○例えば、費用負担の面で言えば、高齢者医療費を中心に増大する医療費の負   

Ⅰ  
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担については、現役世代と高齢者世代の負担を明確化し、高齢者医療に係る   

費用を負担する加入者や事業主の方々の理解と納得が得られる制度としてい   

くことが重要であると考えていますので、現役世代と高齢者の負担の関係が   

見えにくかったものから、現役世代が高齢者世代を支えるための負担力ミどれ   

くらいか見えるようになった点は評価できます。   

○また、運営主件の面で言えば、後期高齢者医療制度については、年齢で区切   

る点で理解を得られない点はありますが、都道府県ごとに設置される広域連  

合が運営主体となっている点は、従来の老人保健制度において指摘されてい   

た財政責任が不明確であり、保険者機能が働きにくい等の問麺点を踏まえて   

のもめであると思いますので、財政責任を負う主体が明確にされた点につい   

ても十分に評価すべきものと考えています。  

2．費用負担、一財源の在り方について   

○国民皆保険を維持していくためには、高齢者にかかる1人当たり医療費が現   

役世代に鱒べて高いことから、何らかの形で現役世代の支援を組み合わせて   

いくことは必要ですが、・その負担については、支え手である現役世代の負担  

が過重なものとならず、理解と納得が得られる在り方を考えていく必要があ   

ります。 

○一方で、後期高齢者医療制度の財蔽の4割は、医療保険制度からの支援とな   

っており、また協会けんぽの保険料率のうち約4割は後期高齢者医療制度の   

支援金や前期高齢者納付金専に充てられています。このような状況について   

は、現役の方の保険料負担という点で非常に重くなっていろとともに、保険   

集団にとって全く給付に充てられない費用が「保険料」という形で徴収され   

ていることに疑転が出ております。   

○さらに、保険料での負担のあり方についても、高齢者医療を支える各制度間   

での負担は、各制度の負担能力を反映したものとなろことが重要であると考   

えています。   

○現役被保険者の負担の現状などを考慮すれば、今後、高齢化に伴う医療費の   

増大や所得水準の低下、高齢化率の上昇に対し、負担能力のある高齢者世代   

の方に一定の負担をお願いするとともに、社会全体で支え合う観点から公費  

の役割の拡大も含めた財源の在り方について検討していくことが必要と考え   

ています。   
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3．特定健診・保健指導について   

○平成20年牽から医療保険者に実施が義務付けられた特定健診・保健指導に   

ついては、特定健診・■保健指導の導入により、国民の間にメタポリックシン   

ドローム、生活習慣病に対する意識が高まりヾ また保険者も保健事業の取組   

みを進めたという点は評価すべきものと考えていますこ   

○一方で、特定健診・保健指導の実施率などをもとに平成25年度から後期高  

齢者医療制度の支援金の加算・減算が実施されることとなっていますが、加   

算・減算のルールに？いては、・平成20年10月の協会けんぼ琴立後の状況   

からすると・、事業主や地域との南係が薄いことや、中小零細企業が大多数で   

効率的な事業遂行が難しいこと等もあり、他の各保険者と前提条件が大きく   

違うので蓼まないかと思っています。   

○保険者機能の強化や、保健事業の取組み強化によって個々人の生活の質の向   

上を図り、また中長期的に医療費の伸びを抑制するという特定健診・保健指   

導の考え方は活かしながら、現在の加算・減算の仕組み拝、廃止を含めて見   

直す必要があると考えています。   




